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令和４年度における主要施策成果説明書 

 

 

１ 一般会計における決算の概要 

 

 令和４年度の一般会計決算は、歳入が総額５，８７４，１８０千円（前年度比＋１６３，

２４２千円、＋２．９％）、歳出が総額５，５５６，９２９千円（前年度比＋２８，８５

５千円、＋０．５％）となり、歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支が３１７，２

５１千円、この額から繰越明許費のために翌年度に繰り越すべき財源３９，７９６千円を

差し引いた実質収支は２７７，４５５千円となった。 

 この実質収支（歳計剰余金）の処分については、地方自治法第２３３条の２の規定に基

づき、全額を令和５年度への繰越金とした。また、地方財政法第７条の規定に基づき、２

分の１を下らない額を令和５年度において財政調整基金に積み立てる。 

 また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は１２３，８６９千円と

なり、この単年度収支に財政調整基金への積立金１６１，５３８千円を加算した実質単年

度収支は２８５，４０７千円となった。 

 

（ 歳  入 ） 

 令和４年度の歳入決算額は５，８７４，１８０千円で、前年度比＋１６３，２４２千円

（＋２．９％）となった。歳入科目ごとの決算額は下表のとおり。 

 前年度と比較すると、自主財源では町税が風力発電施設への課税による固定資産税の増

などにより＋２．２％、寄附金がふるさとづくり寄附金の増などにより＋１５．２％、繰

入金がふるさとづくり応援基金とりくずしの増などにより＋６０．０％、自主財源全体で

は＋４．８％となった。 

〔 決算の収支状況 〕

令和４年度 令和３年度 増減額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 5,874,180 5,710,938 163,242 2.9

歳 出 総 額 Ｂ 5,556,929 5,528,074 28,855 0.5

形 式 収 支 Ｃ＝Ａ－Ｂ 317,251 182,864 134,387 73.5

翌 年 度 繰 越 財 源 Ｄ 39,796 29,278 10,518 35.9

実 質 収 支 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 277,455 153,586 123,869 80.7

単 年 度 収 支 Ｆ 123,869 32,843 91,026 277.2

積 立 金 Ｇ 161,538 304,817 △ 143,279 △ 47.0

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0 0 -

積 立 金 取 崩 額 Ｉ 0 0 0 -

実 質 単 年 度 収 支Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ 285,407 337,660 △ 52,253 △ 15.5

※地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してあるため、一部項目の金額については、一般会計の収支決
算額と一致していない場合がある。

区　　　　　分

（ 単位：千円・％ ）
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 依存財源では、法人事業税交付金が交付率の増加などにより＋６５．４％、地方特例交

付金が新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金の減により△６９．５％、

町債が過疎対策事業債や緊急防災・減災事業債の増などにより＋２５．８％、依存財源全

体では＋２．０％となった。 

 

 

 

 

〔 歳入決算額 〕

令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 構成比

1,405,082 1,374,838 30,244 2.2 23.9

24,119 27,507 △ 3,388 △ 12.3 0.4

48,153 49,671 △ 1,518 △ 3.1 0.8

52,100 56,350 △ 4,250 △ 7.5 0.9

25,086 21,780 3,306 15.2 0.4

41,464 25,912 15,552 60.0 0.7

182,864 154,273 28,591 18.5 3.1

53,569 38,141 15,428 40.4 0.9

1,832,437 1,748,472 83,965 4.8 31.2

68,276 68,377 △ 101 △ 0.1 1.2

137 320 △ 183 △ 57.2 0.0

2,651 1,450 1,201 82.8 0.0

1,795 2,902 △ 1,107 △ 38.1 0.0

10,722 6,484 4,238 65.4 0.2

180,741 180,279 462 0.3 3.1

　自動車税環境性能割交付金 5,497 4,574 923 20.2 0.1

2,916 9,565 △ 6,649 △ 69.5 0.0

1,980,474 1,998,926 △ 18,452 △ 0.9 33.7

720 757 △ 37 △ 4.9 0.0

950,244 920,137 30,107 3.3 16.2

399,570 420,530 △ 20,960 △ 5.0 6.8

438,000 348,165 89,835 25.8 7.5

4,041,743 3,962,466 79,277 2.0 68.8

5,874,180 5,710,938 163,242 2.9 100.0

　地方譲与税

　国庫支出金

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　　分

　町　税自

主

財

源

　分担金及び負担金

　使用料及び手数料

　財　産　収　入

　寄　附　金

※歳入決算額は、地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してあるため、一部項目の金額については、
一般会計の収支決算額と一致していない。
（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

　法人事業税交付金

　地方特例交付金

　株式等譲渡所得割交付金

　地方消費税交付金

小　　　　　計

　町　債

　県支出金

　地方交付税

依

存

財

源

　交通安全対策特別交付金

合　　　　　計

　繰　越　金

　諸　収　入

　利子割交付金

　配当割交付金

　繰　入　金

小　　　　　計
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（ 歳 出 ） 

 令和４年度の歳出決算額は５，５５６，９２９千円で、前年度比＋２８，８５５千円（＋

０．５％）となった。歳出の目的別分類は、行政活動のどの分野にどれだけの経費が投入

されているかをみるものであり、前年度と比較して増減が大きいものについては下記のと

おり。 

 

 衛生費     水道・下水道等利用者支援事業の増 

 農林水産業費  漁村再生交付金事業、鳥獣害対策個体処理施設整備事業の減 

 商工費     ペーロン船格納庫改築事業の増 

 土木費     町道舗装事業（過疎対策事業）、町河川管理事業の増 

 消防費     新苓北分署敷地造成事業の増 

 災害復旧費   河川等災害復旧事業の減 

 公債費     元金の減 

 

※下線は新型コロナウイルス感染症関連事業 

 

 

〔 目的別歳出決算額 〕

令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 構成比

70,239 73,215 △ 2,976 △ 4.1 1.3

1,163,333 1,115,009 48,324 4.3 20.9

1,433,670 1,518,633 △ 84,963 △ 5.6 25.8

388,018 350,457 37,561 10.7 7.0

0 0 0 0.0 0.0

278,704 341,554 △ 62,850 △ 18.4 5.0

232,501 191,060 41,441 21.7 4.2

498,741 448,960 49,781 11.1 9.0

256,600 198,769 57,831 29.1 4.6

364,239 345,335 18,904 5.5 6.6

150,900 215,266 △ 64,366 △ 29.9 2.7

719,984 729,816 △ 9,832 △ 1.3 13.0

5,556,929 5,528,074 28,855 0.5 100.0

土 木 費

公 債 費

合 計

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

※歳出決算額は、地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してあるため、一部項目の金額につ
いては、一般会計の収支決算額と一致していない。
（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合が
ある。

衛 生 費

総 務 費

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　分

議 会 費

民 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費
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歳出の性質別分類は、人件費・扶助費・公債費のように法令上又はその性質上支出を義

務づけられている｢義務的経費｣、道路橋りょう・学校・施設整備などに要する経費である

｢投資的経費｣、物件費・繰出金・補助費等の｢その他の経費｣に大別することができる。前

年度と比較して増減の大きいものについては下記のとおり。 

  

 扶助費     臨時特別給付金事業（住民税非課税世帯等）、子育て世帯等臨時特別 

支援事業の減 

普通建設事業費 ペーロン船格納庫改築事業、新苓北分署敷地造成事業の増 

物件費     デジタル田園都市国家構想推進事業の増 

 補助費等    天草広域連合負担金（清掃費・消防費）の増 

 積立金          基金運用事務（財政調整基金積立）の減 

※下線は新型コロナウイルス感染症関連事業 

 

 

各課の主要な施策は次のとおり。 

〔 性質別歳出決算額 〕

令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 構成比

843,336 857,338 △ 14,002 △ 1.6 15.2

755,434 957,742 △ 202,308 △ 21.1 13.6

719,984 729,816 △ 9,832 △ 1.3 13.0

2,318,754 2,544,896 △ 226,142 △ 8.9 41.7

420,822 280,969 139,853 49.8 7.6

150,900 215,266 △ 64,366 △ 29.9 2.7

0 0 0 - 0.0

571,722 496,235 75,487 15.2 10.3

765,320 620,169 145,151 23.4 13.8

108,358 114,062 △ 5,704 △ 5.0 1.9

767,860 590,086 177,774 30.1 13.8

290,785 471,915 △ 181,130 △ 38.4 5.2

1,260 1,260 0 0.0 0.0

732,870 689,451 43,419 6.3 13.2

2,666,453 2,486,943 179,510 7.2 48.0

5,556,929 5,528,074 28,855 0.5 100.0

※歳出決算額は、地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してある。
（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合があ
る。

　投資及び出資金・貸付金

合　　　　　計

小　　　　計

そ
の
他
の
経
費

　物　件　費

　人　件　費

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　　分

義
務
的
経
費

　扶　助　費

　公　債　費　

小　　　　計

　普通建設事業費

　災害復旧事業費

小　　　　計

　繰　出　金

　維持補修費

　失業対策事業費

投
資
的
経
費

　補助費等

　積　立　金
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２ 事業の成果 

 

１  総務課 

 

（１）一般管理費 

① 各区における地域活動を推進するため、引き続き自治会活動保険補助金５８９，

２３０円（一世帯あたり上限２５０円）を交付した。 

② 地域が輝く行政区活動補助金として、行政区運営分(５１区)１７，６７０，１７

０円を支出した。 

③ 各区からの行政通信での要望件数が３９件あり、次のとおり対応を行った。    

（内訳：処理済３２件、後年度実施７件） 

④ ふるさとづくり寄附金は、令和４年度に寄附金の寄附増額を図るため、一括代行

業務の委託先を見直し、(株)サイネックスから(株)アースコーポレーションへ一部

委託先を変更した。また、寄附の募集規模の拡大を図るため、各商品ページや価格

の見直しを行い、新たなポータルサイトとして、ふるさとチョイスと連携した「ａ

ｕふるさと納税」、「セゾンのふるさと納税」を追加した。 

  一括代行業務委託においては、新たな返礼品の拡充をはじめ、町外事業者の返礼

品提供を行うこととした。また、熊本県共通返礼品の取組強化に向け、令和５年度

からの牛肉提供の調整を行った。 

令和４年度寄附状況は、合計件数が１，４２０件で、歳入金額は２４，１０８，

０００円であった。また、寄附の募集に係る経費として１０，０７９，２０１円(返

礼品代・送料・決済手数料・委託料）、募集外経費として２２７，２８５円（寄附

金受領書発送業務）を支出した。 

⑤ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、行政区が行う感染 
症対策予防対策に配慮しながら行う生活環境整備、子どもや高齢者等の見守り活動   
及び地域行事における対策等に必要な経費を支援するため、６，５２４，９４８円 
の補助金を交付した。 

 

（２）文書広報費 

① 広報れいほくを毎月２１日（原則）に発行した。配布枚数は、３，０７２部（う 

ち町外４９５部）であった。 

② お知らせ版を毎月５日（原則）に発行した。配布枚数は町内２，６０１部であっ 

た。 

③ 他システムとの連携機能や文字読み上げ機能等自治体のホームページが備える

べき機能不足を解消することを目的に、町ホームページの全面リニューアルを行う 
ホームページ更新業務委託料として５，９４０，０００円を支出した。 

 

（３） 財産管理費 

テレワーク等による関係人口・移住者数の増加を図るため、デジタル田園都市国家 
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想構想推進交付金を活用し、苓北町旧郷土資料館を改修しサテライトオフィスの整備

を行った。 苓北町旧郷土資料館改修工事：２６，９６９，８５８円 
 
（４）交通安全対策費 

交通事故防止と交通安全の確保のため、安全意識の常時啓発をはじめ、カーブミラ

ーなど安全施設の整備に努めた。 

   なお、町内における年次毎の事故発生件数は、次のとおりである。 

 件数(件) 死者(人) 傷者(人) 備考 

平成 30 年 ６ ( 4,784) ０(60) ７( 6,081) （）は熊本県内の数値 

令和元年 ３ ( 4,104) ０(69) ４( 5,092) 〃 

令和 2年 ６ ( 3,152) １(46) ５( 3,987) 〃 

令和 3年 ４ ( 3,188) ０(39) ４( 3,936) 〃 

令和 4年 ６ ( 3,175) ０(53) ９( 3,924) 〃 

 
 （５）庁舎管理費 

苓北町役場庁舎は、建築から２６年が経過し、屋根からの雨漏りや外壁のクラック 
等が各所に見られたため、防災拠点施設としての機能維持・強化を図る必要があるこ 
とから、令和４年度では、屋根、シンボルタワー及びブリッジ等の改修工事として、 
３４，５０４，１７８円を支出した。  

 
（６）電算システム管理費 

 住民基本台帳、税、福祉、上下水道等、２７の事務システム（基幹電算システム） 
及び財務・人事給与システム、文書管理システム等（内部情報システム）の管理・運 
用を行った。 
マイナンバーカードを用いたオンライン手続きを可能にするための申請管理システ 

ム導入・ネットワーク構築委託料６，４４６，０００円を支出した。 

その他基幹電算システム運用支援・保守にかかる委託料３３，４３７，５８０円、 
財務・人事給与システム、文書管理システム等（内部情報システム）の運用支援・保  
守に係る委託料６，２３９，６４０円、マイナンバー関連機器及びシステムの運用支 
援・保守にかかる委託料１，９６３，３６８円を支出した。 

 

（７）情報化推進費 

① 既存のＩＰ音声告知放送システムが、令和７年３月をもって保守満了を迎えるこ 
とに伴い、新たな情報配信システム「よかナビ」を導入するため、デジタル田園都 
市国家構想推進交付金により、情報配信システム構築委託料として、１０７，３７ 
１，０００円を支出した。 

② 苓北町地域情報通信基盤施設管理のため、保守委託料２２，１２３，５３０円を 
支出し、苓北町ひかりネットワーク（ＩＰ告知端末、有線テレビジョン放送、光イ 
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ンターネットサービス）の運用を行った。 
※ＩＰ告知端末設置世帯・事業所数 ３，２２７件（令和４年度末） 
※有線テレビジョン放送施設加入世帯  １，０９８戸（令和４年度末） 
※光インターネット加入世帯・事業所数 １，４２６件（令和４年度末） 

 

（８）消防費（常備消防費・非常備消防費） 
  ① 中央消防署苓北分署の移転建設のため、苓北町農村運動広場内敷地の新苓北分署 

造成工事を行った。 
新苓北分署敷地造成工事：３１，７４０，７５１円 
（財源：緊急防災・減災事業債３１，７００千円充当） 

②  消防団員の福利厚生のため健康診断を継続して実施し、２３名が受診した。 
③ 消防団員の永年勤続の功労に対し、退職消防団員のうち該当者１６名に功労金を 
支給した。  

  ④ 現有消防施設の状況は、別表のとおりである。 

⑤ 消防団員の規律保持のため、各種式典や団員訓練を実施するとともに、各班では 

常時消防資機材の点検を行い非常時に備えた。令和４年度における火災発生件数及 

び消防団員の災害出動状況は別表のとおりである。  

 
（９） 消防費（消防施設費） 

  防災行政無線浜之町子局の建替及び機能強化を行った。 

   事業費：２，４５９，６００円 

   （財源：緊急防災・減災事業債２，４００千円充当） 

 

（10） 消防費（災害対策費） 

  ① 志岐集会所に防災井戸を１基設置した。 

     事業費：１，２５７，３２３円 

     （財源：緊急防災・減災事業債１，２００千円充当） 

  ② 災害時に被災者に対する応急対策が円滑かつ効率的に行えるよう備蓄品として

食料、飲料水及びミルクを購入した。支出額：１，０７８，６６０円 
  ③ 熊本県及び本町において令和３年度までに洪水・高潮・津波・ため池による浸水 

想定区域の見直しがなされたことを受けて、最新の情報に更新するとともに、Ｂサ 
イズに拡大したハザードマップを更新し、町民に配布を行った。 
支出額：４，４９４，８２７円 

 

 

 

 

 

 



- 8 - 

 

○現有消防施設 

 

○火災発生件数及び消防団員の災害出動状況 

 坂瀬川 志岐 富岡 都呂々 計 

火災  ４件(115 人)   ４件(115 人) 

大雨・台風等      

地震      

水難      

計  ４件(115 人)   ４件(115 人) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防ポンプ 積載車 消防倉庫 防火水槽 消火栓 戸別受信機 防災無線

坂瀬川 ４      ４      ４    ３３   ６９         ５

子局(再送信

子局含む）

１０

志　岐      ５      ５      ５    ４７    ９５    ３０ 子局　１７

富　岡      ４      ４      ４    ２３   ４９       ０ 子局    ７

都呂々      ３      ３      ３    ５０    ５７       ２３

子局(再送信

子局含む) 

１４

機動部      １      １      １      ０      ０ (予備)２２
親局・中継

局　　　２

計   １７   １７    １７  １５３ ２７０       ８０       ５０
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２ 税務住民課 

 

（１）徴税費 

  令和４年度から町県民税、固定資産税、国民健康保険税に加え、軽自動車税につい

てもコンビニ及びスマホ収納を開始した。 

税目ごとの収納件数に占めるコンビニ及びスマホ収納件数の割合は、町県民税 

１６．６％、固定資産税６．２％、国民健康保険税３．６％、軽自動車税６．９％と

なっており、詳細は以下のとおりである。 

 
（２）戸籍住民基本台帳費 

  ① 戸籍事務へのマイナンバー制度導入に伴い、全額国庫補助により戸籍システムの

改修を行った。 
    戸籍システム情報提供用個人識別符号取得関連作業：３９６，０００円 
    戸籍事務内連携のための機能の整備関連作業：６，２８１，０００円 

   ② 令和４年度における窓口関係利用状況は、下記のとおりである。取扱件数は、全

体で前年度比△５０件（△０．５％）となった。 
 

 戸籍 住基関係 諸証明 個人番号カ

ード再発行 
印鑑登録 計 

本庁 3,432 2,088 2,572 19 177 8,288 
坂瀬川 52  90 148  5 295 
富岡 53 107 183  1 344 
都呂々 46 78 126  2 252 
計 3,583 2,363 3,029 19 185 9,179 

 

 

税目 
全体 
件数 

口座振替

件  数 

納付書件数 

全体 うち窓口 うちコンビニ うちスマホ 

町県民税 
4,926 3,756 1,170 352 767 51 

件数割合 76.2% 23.8% 7.2% 15.6% 1.0% 

固定資産税 
35,626 30,736 4,890 2,665 2,098 127 

件数割合 86.3% 13.7% 7.5% 5.9% 0.3% 

国民健康保険税 
10,802 9,988 814 426 362 26 

件数割合 92.5% 7.5% 3.9% 3.4% 0.2% 

軽自動車税 
4,274 3,633 641 344 284 13 

件数割合 85.0% 15.0% 8.1% 6.6% 0.3% 

全体 
55,628 48,113 7,515 3,787 3,511 217 

件数割合 86.5% 13.5% 6.8% 6.3% 0.4% 
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③ マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき、カードの普及拡大に取り組んだ。 
カード交付率は下記のとおりである。 

個人番号カード交付等事業費：１，５９８，６６２円 

    マイナンバーカード交付状況 

         令和４年３月末時点 交付人数 ４，３９６人 交付率６３．１％ 
         令和５年３月末時点 交付人数 ５，４６５人 交付率８０．９％ 
         前年度比                    ＋１，０６９人   ＋１７．８ポイント 
 

④ 旅券申請受付交付事務 

     IC 旅券（パスポート）用交付窓口端末機について、令和４年度までは賃貸借契約     

により調達を行っていたが、旅券事務（権限委譲事務）一般交付金を活用し、購入 

し機器の更新を行った。（購入機器は令和５年度運用開始） 

    備品購入費（IC 旅券（パスポート）用交付窓口端末機一式 ６１４，４６０円） 

    ※令和４年度旅券事務（権限委譲事務）一般交付金 ４４３，７１２円の内、 

３９５，８７２円を備品購入費に充当 

   ※ＩＣ旅券交付窓口端末機賃貸借契約 

１．物件名  ＩＣ旅券交付窓口端末機 一式 

   ２．賃貸借料 総額７９，２００円（うち消費税及び地方消費税７，２００円） 

          月額 １，３２０円（うち消費税及び地方消費税  １２０円） 

   ３．契約期間 平成２８年１０月１日から平成３３年９月３０日まで 

（６０ヶ月） 

 

（４）国民年金事務取扱費 

   令和４年度末の国民年金被保険者数は、７４７人で前年度より４２人減少。また、

国民年金の令和４年度分月額の保険料は１６，５９０円となっている。 

   令和４年度末の国民年金保険料の納付の状況では、納付率８２．６％、保険料の  

免除率５２．１％、口座振替・クレジットカード納付加入率６１．３％となっている。 

   令和４年度末の国民年金受給の状況は、受給権者数３，０７４人で、国民年金の被 

保険者数の約４．１倍、受給金額合計は、２，１６４，７５４，９９８円となってい 

る。 

 

（５）斎場費 

   斎場施設の炉内台車耐火物２台他の修繕を行った。 

    修繕費：１，７１６，０００円 

     また、斎場ホールのシャンデリア等照明に点灯しない箇所が増加、足場が必要な高

い天井箇所のため、そのＬＥＤ化を図った。 

    修繕費：４２３，３９０円 

      なお、令和４年度火葬処理状況は、下記のとおりである。 
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平成３０年４月から苓北町農業協同組合と指定管理協定（指定管理者） 

   ※（ ）書きは、苓北町斎場の設置及び管理に関する条例第９条、苓北町斎場の設置及び管理に

関する条例施行規則第６条による無料扱い分で内数 

 

（６）入湯税について 

    町内２施設に係る入湯税１０，９０８名分、総額１，２６０，７６０円について

は、温泉センター管理費（麟泉の湯）に充当した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 町内 町外 計 

大人（15 歳以上） 148(0) 11 159(0) 

子ども 0(0) 0 0(0) 

改 葬 5(0) 0 5(0) 

計 153(0) 11 164(0) 
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３ 企画政策課 

 

（１）企画費 

① 地域住民の生活及び社会経済活動に重要な地域公共交通の確保・機能維持を支援 
するための補助金を交付した。また、地域住民の生活及び福祉向上を図るための移 
動手段として巡回バスの運行を継続した。 
＊苓北町離島航路運営費補助金：２２，３３１，０００円 
＊地方バス運行補助金：２４，０５８，０００円 
＊天草エアライン機材維持費補助金：１３，２５５，０００円 
＊公共交通応援事業補助金（航路利用促進）：１，２００，０００円 
＊公共交通応援事業補助金（天草エアライン経営安定化） 
：１，９９３，０００円 

＊公共交通応援事業補助金（タクシー）：６４，５８７円 
＊巡回バス運行経費（運転手報酬、燃料費等）：１０，３６４，７９９円 

② 一般財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用し、地域における

コミュニティ活動に必要な設備等（エアコン３台）の整備に要する経費を支援した。 
＊コミュニティ助成事業補助金（出来町区）：２，４００，０００円 

③ 町民の住環境の向上に資すると共に、町内の経済活性化を図ることを目的に、住 
宅のリフォームに要する経費を支援した。 
＊住宅リフォーム等支援事業補助金：１７件 １，５１７，０００円 

④ 結婚を希望する独身男女の意思を尊重しつつ、男女共同参画の視点からその希望 

を叶えるための出会いの機会を、天草市との合同にて提供した。 

＊結婚支援事業委託料：２９２，０００円 
 
（２）地域間交流費 

長崎・関西・関東各ふるさと会の運営に要する経費を支援した。なお、各ふるさと 
会の総会は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受け中止となった。 

＊ふるさと苓北会運営補助金（長崎・関西・関東）：２２２，１４０円 

 

（３）統計調査費 
統計法に基づき、学校基本調査及び就業構造基本調査を実施した。 
＊指定統計費（調査員報酬、消耗品費等）：１９７，８１６円 
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４ 福祉保健課関係 

 

（１）社会福祉総務費 

① 地域で見守り支え合う体制づくりを構築するために、関係各団体の集まり    

である「苓北町要保護児童対策協議会事務連絡会」を開催し、情報の共有を    

図った。 

② 民生委員・児童委員協議会と連携し、高齢者や障がい者・児童・生活保護    

世帯などに対し地域福祉の相談業務を行った。また、民生委員協議会へ補助    

金を交付した。 

③ 各地区の公民館や分館を活用して、社会福祉協議会・公民館長・民生委員が協力

して、高齢者の研修やサロンを展開し、地域福祉の推進を図った。 

※サロン：町内２６ヶ所で実施（他の４ヶ所は新型コロナウイルス感染          

拡大防止のため休止） 
④ 「苓北町戦没者追悼式」、「天草郡市原爆死没者追悼式」は、新型コロナウ    

イルス感染拡大防止のため中止した。 
  ⑤ 少子化対策の一環として、結婚を奨励するために結婚祝い金を支給した。 
 

件数 給付額（円） 備考 

９ ４５０，０００ 結婚１年後 

     

また、結婚支援事業として実施した結婚新生活補助金については、対象者がいな

かった。 

⑥ 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として、臨時特別給付金（住民税非課税 

１世帯当たり１０万円）を２６１世帯に対して支給した。 

（総額：２６，１００，０００円）【令和３年度からの繰越分】 

⑦ 子育て世帯等臨時特別支援事業(電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金) 

として、電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影 

響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対して、１世帯当たり５万円を１， 

０８７世帯に支給した。（総額：５４，３５０，０００円） 

 

（２）老人福祉費 

   介護保険法の円滑な実施の観点から、高齢者ができる限り寝たきりなどの要介  

護状態に陥ったり、状態が悪化することがないように、また、できるだけ自立した生

活を維持するための必要な支援を行うことが重要となっている。 

      介護保険サービスの対象外となる高齢者をはじめとする在宅の要援護者に対して、
介護保険事業とは別に苓北町が地域の実情に応じて行う支援事業を実施した。  
敬老会は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。また、８０歳、８５

歳、９０歳、９５歳の高齢者２７８人に各１万円、１００歳、１０５歳の高齢者７人

に各１０万円、合計３，４８０，０００円の敬老祝い金を支給した。 
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（３）老人福祉センター費 

      平成１８年度から、公共施設の指定管理者制度導入により、苓北町農業協同組合に
施設の管理を委託している。利用者数については、年末年始や臨時休館日を除き開館

しているが、新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う利用制限もあり、前年度と比

較して１，０９２人減少した。 
さらに、原油の価格高騰に伴う仕入れ燃料の調達費用がリスク分担表に定める単価

の５％以上高騰したことから、令和４年度は指定管理料を５２４，５１３円増額した｡

また、温泉ポンプ取替ほか５件の修繕を１，４２８，４６０円で実施した。 

 

※年間開館日数３００日 

①苓北町の老人クラブの状況 (クラブ数・会員数は令和４年４月１日現在）

1,20433 1,792,2402,634,240

内町負担額（円）補助金（円）クラブ数 会員数（人）

②家族介護慰労金の状況

（前年度1件：240,000円）

③老人福祉施設等入所措置費の状況 （入所者数は令和５年３月３１日現在）

④生活支援事業

⑤在宅高齢者等移送サービス事業

対象世帯数 手当額

0 件 0 円

17寿　康　園 苓北町

施設名（養護老人ホーム） 措置費(円)所在地 入所者数(人)

44,036,687

事業名

老人あん摩・はりきゅう
施術助成事業

事業名 利用者数(人)

発行者数(人) 延べ利用者数(人)

在宅高齢者等移送サービス
事業

91

50

給付費(円)

767 543,400

給付費(円)

715,300

延べ利用者数(人)

818

（利用状況）

人 人 人人 人 人 人 人 人 人 人

15～59歳60歳～

183300

～15歳 15歳～

町内 町外

～15歳

3,769 845

一日平均
利用者

宿泊

5,535

回数券
利用者

団体
デイ

サービス
利用者

13,5972,323 741

合計

0 45



- 15 - 

 

（４）障害福祉費 

① 重度心身障害者医療費助成事業により、身体障害者手帳１、２級所持者等    

に対して医療費の一部負担金の助成により、負担軽減を行った（１医療機関    

について、入院２，０４０円／月、外来１，０２０円／月を超えた額）。 

② 身体障害者のうち在宅者に対して福祉年金を支給し、福祉の増進に努めた。 

③ 身体・知的障害者（児）への日常生活用具給付事業により、日常生活にお    

ける利便性向上が図られた。 

④ 自立支援給付事業により、身体・知的・精神障害者（児）の福祉増進を図った。 

⑤ 更生医療給付事業により、該当者の身体障害機能の軽減又は改善が図られ    

た。 

⑥ 身体障害者（児）補装具交付事業により、日常生活の利便性向上が図られ    

た。 

⑦ 障害者総合支援法に基づく地域活動支援センターをＮＰＯ法人「ひまわり    

の家」に委託した。 

     ※登録者数１２名、年間委託料３，７２０，０００円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（５）児童福祉費  

   町内６ヵ所の認可保育所で児童に対し保育を実施し、児童福祉の向上に努めた。 

     本町では、町独自の保育料算定基準や、第３子以降の保育料を無償化するなどの  
保護者負担の軽減を行い、子どもを安心して生み育てる環境づくりを引き続き行  

った。 

① 世帯から２人以上入所した場合、高い方の児童の保育料を所得階層に関係    

なく半額とした。 

② 多子世帯子育て支援事業にも取り組み、第３子以降の児童分保育料を全額    

無償化し、多子世帯の子育てに対する支援を行った。 
③ 令和元年１０月から、３歳から５歳までの保育料（副食費を除く）を無償化   

し、さらに０歳から２歳までの非課税世帯の保育料も無償化とした。 

以上のように、保育料を軽減することにより国基準額に対する本町の保護者の負

①重度心身障害者医療費助成事業 ④自立支援給付事業（身体・知的・精神）

及び計画事業

②身体障害者福祉年金（1人3,000円）

⑤更生医療給付事業

③地域生活支援事業

(障害者(児)日常生活用具給付事業ほか) ⑥障害者（児）補装具交付事業

272 (延べ)

金額（円）

86 2,015,520

給付件数（件）

4,724,772

金額（円）

金額（円）

260

金額（円）受給者件数（件）給付件数（件）

780,000

件数（件）

229,205,907

給付件数（件）17,814,326

金額（円）件数（件）

金額（円）

12 605,875

1,370 (延べ)

2,148 (延べ)
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担割合は５２．６％となっている。 

なお、特別保育事業についても、延長保育事業、子育て支援センター事業の他保

護者への育児講座、高齢者とのふれあい事業、休日保育事業、障がい児保育事業を

実施した。また、放課後児童対策事業も引き続き実施した。 

④ 新型コロナウイルス感染症対策事業として、町内６保育所に対し、感染防止   

用の備品（空気清浄機等）や消耗品（消毒液等）の購入について合計：２，５００，

０００円を交付した。また、感染対策のための施設改修補助として、５，１４５，

０００円を補助した。 

⑤ 乳幼児・児童生徒の医療費負担に関し、保護者の負担を軽減するために、児童が

１８歳に到達する日以後の最初の３月３１日まで全額助成を行った。 

⑥ 少子化対策と子どもの健全な育成を図るため、２６人に誕生祝い金９００，００

０円を給付した。 
⑦ 重度の障がいのある保育園児が所属する保育所に対してスタッフの人件費等を

含む医療的ケア児保育支援モデル事業補助金８，８４８，７９２円を支給した。 
⑧ 住民税非課税世帯の子育て世帯に対し、１人当たり５万円を総額７５人で３，７

５０，０００円を支給した。 

 

 

ア、保育所入所運営費の状況 （入所児童数はＲ５年３月１日現在）

人

人

円

円

円

円

円

※運営費については、２年度間精算のため、国庫･県負担金等が決算書と異なる。

イ、子育て支援医療費助成状況 （対象者数はＲ４年４月１日現在）

ウ、ひとり親家庭等医療費助成状況 （世帯（員）数はＲ４年４月１日現在）

エ、誕生祝い金支給状況

307,178,160

町負担金

10,000

30,000

50,000

52.49%

22.33%

22.33%

2.84%

軽減額（町負担） （8,147,650円）

世帯数（世帯）

保護者負担額

68,597,330

161,247,348

8,736,150

保育所運営費

16,322,109

240

件数（件）

834

2,900,433

受診者数（延べ人数）

8,852

68,597,332

入所児童定数

項　目 人数又は金額

町外受入３７人

町外施設入所者
　
３人

第3子以降

第2子

第1子

区分

入所児童数

計

5

10

11

26

国庫負担金

72 437

金額（円） 支給人数（人）

世帯員（人）

177

国基準額による町負担分

助成金額（円）

900,000

支給金額（円）

助成金額（円）対象者数（人）

構
成
比

備考

町内6保育所

県負担金

189

その他
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（６）保健衛生総務費 

   将来を担う子ども達が心身ともに健やかに育つように、妊婦健康診査をはじめ各種 
乳幼児健康診査や健康教育等を実施した。 

 

 
（７）新型コロナウイルスワクチン接種実施事業 

令和３年度から実施されていた５歳以上の者への『初回接種』、及び１２歳以上の

者への『３回目接種』に加え、６月からは重症化リスクの高い方（６０歳以上の方・

基礎疾患を有する方）及びこれらの方と接する機会の多い医療従事者・高齢者施設等

従事者を対象にした『４回目接種』を実施した。 

９月からは小児（５歳以上１１歳以下）の『３回目接種』を実施、１０月からは流

行しているオミクロン株に対応したワクチン接種を、初回接種が完了している１２歳

以上の者を対象に『令和４年秋開始接種』として実施した。 

さらに、１１月から乳幼児（生後６か月以上４歳以下）を対象に､『初回接種』実 

施した。 

 
（８）新型コロナウイルス感染症対策事業（インフルエンザ予防接種） 

     インフルエンザ予防接種費用助成事業に併せて新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金を活用し、全町民に対して上乗せ助成を行った。 

 

①妊婦の健康診査 （受診結果）

人 人 人 人

②乳幼児健診

③健康教育

よちよち学級 21 14 66.7

項目 対象児数（人） 受診児数（人） 受診率（％）

離乳食講習会 19 16 84.2

3歳児健診 31 30 96.8 妊産婦 27

2歳児歯科健診 29 22 75.9 幼児 1

1歳6月児健診 31 30 96.8 乳児 21

7ヶ月児健診 27 25 92.6 未熟児 0

3ヶ月児健診 28 26 92.9 新生児 4

10

新生児等家庭訪問
実施数（延べ人数）項目 対象児数（人） 受診児数（人） 受診率（％）

17 36 241 173 20 1

妊娠の届出（人） 実人員（人） 延べ人員（人） 異常なし 要指導 要精検 要治療
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（９）健康増進事業費 

   保健推進員５１名との連携による各種健診（検診）の啓発活動や、食生活改善推 
進員による普及活動、高血圧教室、健康相談等を実施し、健康意識の向上に努めた｡ 

 

（10）各種健（検）診事業 

生活習慣病の重症化予防やがん等の早期発見、早期治療を目的に、４０歳以上の方

（子宮頸がん検診は２０歳以上）を対象に各種健（検）診を実施した。 

 
 

①栄養教室 ②健康相談・健康教育事業実施状況

回 回 回 人

人 人 回 人

回 人集団健康教育 8 100

参加者数 32 0 随時健康相談 133 133

回数 参加者数

開催回数 4 0 定期健康相談 0 0

食改育成講座 栄養教室 項目

①各種健（検）診受診状況　　Ｒ４法定報告（速報値）

② 各種がん検診の受診状況

　※地域保健・健康増進事業報告に基づく。（令和５年７月１日現在の速報値）

○ 大腸がん検診 ○ 胃がん検診

〔対象者：40歳以上〕 〔対象者：40歳以上、国保被保険者は50歳以上〕

○ 肺がん検診 ○ 子宮頸がん検診

〔対象者：40歳以上〕 〔対象者：20歳以上の女性〕

○ 乳がん検診

〔対象者：40歳以上の女性〕

※地域保健・健康増進事業報告では乳房超音波受診者は含めない。

受診者数（人） 218
受診率（％） 34.7 受診率（％） 29.2

受診者数（人）

国保被保険者

対象者（人） 1,440 対象者（人） 747

国保被保険者

167
24.3

受診率（％） 29.9

499

受診者数（人）

受診率（％）

国保被保険者

対象者（人） 686

指導率（％）
指導済者数
（人）

対象者数（人）

受診率（％） 29.5

国保被保険者

対象者（人） 1,297
受診者数（人） 383受診者数（人） 431

国保被保険者

対象者（人） 1,440

特定健康診査（Ｒ４）

183647.16201,317

積極的支
援（人）

動機付け
支援（人）

受診率
（％）

受診者
数（人）

対象者
数（人）

特定保健指導(Ｒ４)

60.93964
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（11） 食生活改善推進協議会 
栄養教室終了者が推進員となり、食生活改善の普及活動を通じて町民の健康づくり    

の認識を高め、健康の保持増進に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・食生活改善推進員活動状況 人

回数（回）

◎推進員数 40

対話や訪問

食改人数（人） 39
39

計

44
49
232

集会（集団）

5
10
83出席者数（人） 149
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５ 水道環境課 

 

（１）環境衛生費 

① 地区内の環境保全のため、共同で害虫駆除活動を行う行政区（５地区）に対し、

薬剤購入費用の半額補助を行った。（水性煙霧剤９０ℓ） 
② 町内河川等の水質調査を１４箇所、大気中のダイオキシン類調査を１箇所で実施

した。 

 

（２）清掃総務費 
① 町民の一般廃棄物分別に対する意識の高揚を図るため、行政区ごとに一般廃棄物 
処理対策推進委員を委嘱し、推進委員会議を開催した。 

② 令和４年度のし尿処理量は２７１．９ｋℓ（前年度比８８．６％）、浄化槽汚泥処

理量は１，４７４．９ｋℓ（前年度比１０３％）で、富岡浄化センター敷地内の前処

理施設へ搬入し、富岡浄化センターで処理をした。 
（単位：ｋℓ、％） 

年度 
し尿 浄化槽汚泥 合計 備考 

数量 前年度比 数量 前年度比 数量 前年度比  

３０ 353.1 +3.9 1,457.6 +0.6 1,810.7 +1.2  

元 499.5 +41.5 1,455.2 △0.2 1,954.7 +8.0  

２ 297.7 △40.4 1,466.9 +0.8 1,764.6 △9.7  

３ 306.6 +3.0 1,431.4 △2.4 1,738.0 △1.5  

４ 271.9 △11.3 1,474.9 +3.0 1,746.8 +0.5  

 

（３）塵芥処理費 

① 資源物の分別収集の結果、資源物有償収入として２，９１５，１７８円の収入が

あった。ごみ処理については収集運搬委託料として２８，８４２，０００円、大型

ごみ収集運搬料として１，４１１，３００円、天草広域連合への負担金として１１

７，５７９，０００円を支出した。 

    (単位：ｔ、％） 
年度 可燃物 不燃物 小計 資源物 生ごみ 小計 合計 備考 
３０ 1,114 330 1,444 275 128 403 1,847  
元 1,201 356 1,557 268 109 377 1,934  
２ 1,179 372 1,551 266 142 408 1,959  
３ 1,144 318 1,462 270 121 391 1,853  
４ 1,100 308 1,408 266 98 364 1,772  

前年度比 △3.8 △3.1 △3.7 △1.5 △19.0 △6.9 △4.4  
②  海岸漂着物地域対策推進事業及びボランティアによる不法投棄ゴミや海岸漂着物

ゴミの回収を行った。 
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６ 農林水産課 

 

（１）農業振興費 

① 農業・農村の多面的機能の発揮のための地域活動や営農の継続等に対して支援を 

することで担い手の育成等構造改革を後押しした。 

     ＊中山間地域等直接支払：１８地区 ７，２６７，４８９円 

      ＊多面的機能支払（農地維持支払、資源向上支払、長寿命化支払） 

     ３地区 １６，２３５，０２２円 

    ＊環境保全型農業直接支払：２２戸 ８７８，８００円 

② 農業経営安定及び生産力確保対策として農協及び農家に対し各種補助金を交付

した。 

     ＊農業振興補助金：１，６３３，０００円 

        ・越冬完熟促進対策（１８戸）・みかん優良系統更新（２７戸） 

     ・樹園地マルチ被覆（８戸）・河内晩柑落下防止対策（２１戸） 

      ・果樹害虫防除対策（１０戸）・農の食育支援事業（２保育園） 

     ・ミニトマト土壌還元消毒（２戸） 

    ＊農業用廃プラスチック処理費補助金：延２４３戸 ５２１，１６８円 

    ＊園芸施設共済事業補助金：７２棟（２９戸） ３５２，２００円 

  ③ 次世代を担う農業者となることを目指す者の経営確立を支援するための補助金

を交付した。 

      ＊農業次世代人材投資事業補助金：対象者２名 １，７７６，５７１円 

  ④ 県のモデル地区に指定されている坂瀬川鶴地区における農業ビジョン推進及び

用水路の改修費用を支援した。 

    ＊中山間農業モデル地区強化事業補助金：４，２２６，０００円 

  ⑤  有害鳥獣による農作物等への被害防止対策を実施した。 

    ＊イノシシ等有害鳥獣防除施設補助金：３７件 ７７３，０００円 

    ＊イノシシ駆除謝金：９１９頭捕獲 ７，８５６，０００円 

         （前年度比＋１２２頭  ＋１，０８９，１００円） 

      ＊有害鳥獣駆除対策協議会補助金 １，１５６，０００円 
  ⑥ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、農業者の経営安定 

   及び省力化、生産性向上を支援するための支援金・補助金を交付した。 
＊新型コロナウイルス対策農業経営安定資金利子補給費補助金及び保証料助成費

補助金：１７件 ５１８，２１８円 

     ＊農業省力化生産資材導入補助金 
     生分解性マルチ：４９戸 ８，８６１，０００円 
    ＊農業経営収入保険掛金補助金：２６戸 ２，２４６，９６０円 
    ＊農業資材価格等高騰対策事業補助金 
     【第１弾】１０３件 ２，５００，０００円 
     【第２弾】１２２件 ２，９４２，０００円 
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（２）畜産業費 

   優良繁殖牛・ＥＢＬ陰性牛の導入及び畜舎防疫対策を支援することで畜産農家の 

経営安定を図った。 

    ＊畜産振興事業補助金（優良家畜導入事業）：繁殖牛７頭 ３５０，０００円 

    ＊畜産振興事業補助金（地方病性牛白血病清浄化事業） 

     陰性牛２頭 １７０，０００円 
    ＊優良血統和牛繁殖事業補助金 

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

     精液・受精卵１４７本 １，５８２，７００円 
 

（３）農地費・農業経営基盤強化促進対策事業費 

  ① 志岐ダム管理事業補助金：４，７４６，０００円 
  ② 農地を効率的に利用する地域の担い手農家に農地の利用集積を推進した。 

    ＊農地有効利用事業補助金：１，１４３，５４０円 

     利用権設定面積 田：７．７９ ha  畑：４．２３ ha 

 

（４）林業振興費 

  ① 森林環境譲与税を活用し、スギ・ヒノキに代わる新たな木材として注目されるセ 
ンダンの管理業務を実施した。 

      ＊センダン管理業務委託料：２１０，５１３円 
  ② 森林経営計画作成・施業集約化の促進に対する経費の一部を助成し森林の有する 

多面的機能の発揮を図った。 

    ＊森林整備地域活動支援交付金：９７０，０００円 

     対象面積：経営委託型１６．００㏊  共同計画等４５．２５㏊ 

③ 適切な森林管理のため間伐等の施業に対する経費の一部を助成し森林の公益機

能の向上を図った。 

     ＊森林環境保全整備事業補助金：４，９０３，０００円 

     対象面積等：間伐（切捨・集積）１９．４０㏊ 

           間伐（搬出）２９．０８㏊ 

作業道１，３１０ｍ 

    ＊間伐等森林整備促進対策事業補助金：４６６，０００円 

     対象面積：間伐１２．６２㏊ 

④ 間伐材の運搬経費の一部を助成し町内の優良な間伐材の流通を促進することで林

業・木材生産の活性化を図った。 

     ＊くまもと間伐材利用推進事業補助金：１，５０２，８００円 
     対象事業量：５４７ｍ3 

 

 （５）水産振興費 

① 漁業経営安定及び生産力確保対策のための各種補助金を交付した。 
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    ＊種苗放流事業補助金（車エビ・赤ウニ）：６４０，０００円 

      ＊水産物特産品販売対策事業補助金：２２３，０００円 

    ＊特産品開発養殖振興事業補助金：４２，０００円 

    ＊稼げる水産業づくり事業補助金：１１２，０００円 

② 水産基盤整備交付金事業により磯焼け対策（藻場保全）のための母藻投入等の事 

業を実施した。 

    ＊苓北地区築いそ等現況調査業務委託：１，７０５，０００円 

③  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、経営の安定と漁業
の維持を図るための補助金を交付した。 

      ＊貝類等養殖設備更新事業補助金：３件 ３，０００，０００円 
    ＊漁業燃油価格高騰対策事業補助金：燃油５４，０９６ℓ １，５６８，７８４

円 

 

（６）漁港建設費 

   漁村再生交付金事業により志岐漁港臨港道路の整備工事を実施した。 

    ＊志岐漁港臨港道路整備工事 

     護岸工：９．１ｍ、排水工：１９．２ｍ、舗装工：１，４４３．９ｍ２ 
２４，６４３，４７８円（令和３年度からの繰越分） 

 

（７）農業用施設災害復旧費 
 ① 令和４年７月豪雨により被災した農地の災害復旧工事を実施した。 

＊稗の迫農地災害復旧工事 
ブロック積工：２８．０㎡ ２，１４５，０００円 

 

② 令和３年８月豪雨により被災した農業用施設の災害復旧工事を実施した。 

    ＊イゲ木場農道災害復旧工事 

     補強土壁工：１４．８ｍ ８，０５１，９７０円（令和３年度からの繰越分） 
 

（８）林道施設災害復旧費 

令和３年８月豪雨により被災した林道施設の災害復旧工事を実施した。 

    （令和３年度からの繰越分） 
＊森林基幹道苓北天草線災害復旧工事 

     植生シート工：７４．６㎡、重力式擁壁工：１箇所他 ２，２１１，０００円 

    ＊林道高葉山線災害復旧工事 

     垂直壁擁壁：１箇所、砂利舗装工３９．８㎡他 ４，４３８，１６０円 

    ＊林道蔭平線災害復旧工事 

     コンクリートブロック積工：２３．８ｍ２、Ａｓ舗装工：１６．１ｍ２他 

      ２，２１４，３００円 
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７ 商工観光課 
 

（１）商工業振興費 

  ① 商工業の振興を図るため、苓北町商工会に補助金（運営補助）２，０００，００ 
０円を支出した。 

    ② 多様化及び複雑化してきている消費生活相談に対応するため、天草市と広域連携 
による相談体制により、専門資格を有する消費生活相談員による相談受付を行っ

た。また、随時、広報誌や行政告知放送を通じて被害防止の啓発に努めた。 

    天草市消費生活センター負担金：５５１，０００円 

③ 天草陶石研究開発推進協議会負担金４００，０００円を支出し、春の窯元めぐり

及び秋の窯元めぐりを各５日間、感染防止対策を行いながら実施した。 

    ＊春の窯元めぐり（５月１日～５月５日、来客者数３，４８９人）  
     ＊秋の窯元めぐり（１０月７日～１０月１１日、来客者数１，６９５人） 
  ④ 町内物産品の販路拡大支援として、熊日びぷれす広場において「天草苓北繁盛マ 

ルシェ」を３回開催したほか、博多駅前広場会場イベントへの出店を行った。 
また、町内宿泊施設・飲食店等の誘客促進のため、れいほくの朝ごはんプロジェ

クト・リピートカード事業や、飲食店マップ・食事券の作成を行い、町内飲食店等

の周知やリピーターの獲得などにつなげた。 
 特産品販路拡大事業補助金：２，３７４，０００円 

⑤ 新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により売上が減少している町内事業

者の事業継続、経営の安定及び経済の回復等を目的として、以下の補助金等によ

る支援を行った。 
    ＊中小企業新型コロナウイルス感染症対策特別利子補給費補助金 
     ３，５２４，４８０円（２０件） 

    ＊飲食店等感染防止対策事業補助金：４９１，０００円（４件） 
    ＊中小企業者等支援事業補助金：１，９３４，０００円（４件） 
    ＊飲食店等営業時間短縮要請協力金負担金：３，８７２，３００円（２２件） 

    ＊プレミアム付商品券発行事業（第２弾）：９，７８１，５００円 

（プレミアム分に係る交付金） 
      使用換金実績 

３４，７８１，５００円（換金額）／３５，０００，０００円（発行額） 
＝９９．３７％  

＊運送事業者原油価格高騰対策事業支援金：１，３９０，０００円（８件） 
 
（２）観光費 
① 町内公共観光施設のトイレ管理として、クリーンパトロールによる巡回清掃管理  
及び観光施設の除草作業等による管理を行った。 

② 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、第３４回「苓北じゃっと祭」並  
びに第６回富岡城お城まつりを中止した。 
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③ 新型コロナウイルス感染拡大防止による移動制限等の影響により宿泊客が減少し

ている町内８宿泊事業者に対し、以下の事業継続支援を行った。 

 ＊宿泊費助成金：３，３８５，０００円（延べ１，２７５人利用） 
  ④ 観光振興を図るため、あまくさ苓北観光協会へ補助金３，７０８，４０７円を支 

出した。 

  ⑤ 観光・物産振興等により地域活性化を図るため、昨年度に引き続き「地域おこし 
協力隊」による情報発信等及び、「地域活性化起業人」制度を活用した、観光振興 
に対する提言・支援を行ってもらった。 

  ⑥ 地域ならではの観光資源を活用した新たな観光コンテンツ造成等を行うため、観 
光庁・環境省・熊本県地域づくり夢チャレンジ推進補助金を活用し、下記の事業を 
実施した。 
 ＊サンセットクルージングの造成、長崎駅から茂木港を経由し富岡港までの多言 
  語乗り換え動画の制作 など（観光庁補助事業）     ７，４２３，６５５円 

    ＊富岡城東角櫓の Wi-Fi 環境整備、体験型イベントを取り入れたモニターツアー 

の実施（環境省補助事業）             ４，２５９，８５１円 
    ＊富岡城東角櫓をワーケーション施設に改修及び富岡城からの眺望確保のため

の修景伐採の実施                 ５，９６９，３６３円 

    ＊地域づくり夢チャレンジ推進事業の実施（熊本県補助事業） 

                              ２，６２５，８９０円 

  ⑦ 建築後３３年を経過し、建物の老朽化が進んでいたペーロン船格納庫の改築を、 

過疎対策事業債を活用し実施した。（設計委託料、監理委託料、改築工事費） 

４６，３３７，５３７円 

 

（３）温泉センター管理費 

  ① 温泉センター指定管理委託料を指定管理者長井商事株式会社へ２４，７５１，１ 
００円を支出し、温泉センター施設の管理を行った。 

     利用者数：計５４，９６５人（町内４７，４７６人、町外７，４８９人） 

  ② 新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う施設の利用制限による利用者数減の支

援として７，３１６，４００円を支出したほか、公共的空間安全・安心確保事業と

して、大広間へのアクリル板の設置３５８，６００円を支出した。 

     

（４）富岡城公園管理費 
 熊本県富岡ビジターセンターについて、熊本県との事務委託契約に基づき、管理運 
営を行った。富岡城公園の上櫓・高麗門・築地塀の外壁等の劣化が激しかったため、 
過疎対策事業債を活用し、漆喰修繕として３，９３８，０００円を支出した。 
また、苓北町歴史資料館についても、新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う施

設の利用制限等がある中、施設の管理運営を行った。 
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８ 土木管理課 
 

（１）やまびこ活動費 
    各行政区から申請のあった２６件について、修繕等を実施した。 

   春の迫区里道修繕他（全２６件）：７,１９３,７５０円 

 

（２）道路維持費 
  補修が必要な町道の修繕等を実施した。 

   町道年柄１号線舗装修繕他維持補修費：１７，３６７，９７３円 
  土砂撤去等重機等借上料：３，０７１，１００円 

   町道志岐山線排水対策工事：２，４３８，０４８円 
 

（３）道路新設改良・舗装費 

     道路法面保護工事２路線、舗装工事６路線を実施した。 
      （舗装工事は令和３年度からの繰越分含む） 
   町道城内線落石対策工事他（全２件）：１２，４９０，５６４円 

      町道春の迫線舗装補修工事他（全６件）：５３，２０１，３１１円 
 

（４）橋梁維持費 

   橋梁点検・補修設計を実施するとともに、老朽化した橋梁の工事を実施した。 
（工事は令和３年度からの繰越分含む） 

      橋梁点検・補修設計業務委託：７，３６０，７８６円 
      宇土橋補修工事他（全５件）：３９，４８０，８７２円 
 
（５）河川費 

   町河川工事として､河川の浚渫等工事及び県営事業費の一部を負担した。 
（浚渫工事は令和３年度からの繰越分含む） 

      小路川浚渫工事他（全１１件）：３３，９７９，７２２円 
県営事業（※）負担金：１６，９５５，０００円 

（※急傾斜地崩壊対策・海岸堤防等老朽化対策・土砂災害危険住宅移転促進事業） 
 

（６）住宅費 
  補修が必要な公営住宅等の修繕及び町営住宅等長寿命化計画を策定した。 

   公営住宅等修繕料：５，７１４，１６１円 
   苓北町町営住宅等長寿命化計画（第２期）策定業務委託：４，９２８，０００円 
 

（７）災害復旧費（令和３年度からの繰越分） 

   令和３年に発生した町道、町管理河川の災害復旧工事を実施した。 

   河川等災害復旧工事（21件）１０８，５９２，８８７円 
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９ 教育委員会 

 

【学校教育の振興】 

 

（１）町内の小中学校に勤務する教職員に対して、教育課程、授業参観指導、校長・

教頭面談、その他学校教育に関する専門的事項の指導をするため学校教育指導員

を引き続き雇用し、教職員の指導強化を行った。 
学校教育指導員配置事業：総額２，８２２，８８５円 

 

（２）平成５年度から制度化している入学準備金を地元中学校から熊本県立天草拓心 
高校マリン校舎への入学生５名の保護者に対し、合計１５０，０００円を支給し 
た。 

 

（３）中学校の英語指導のため、英語指導コーディネーター１名を雇用し、語学力の 
向上を図った。 

 

（４）奨学資金として大学生等３名に１，２６０，０００円の貸し付けを行った。 

 

（５）児童・生徒の読書を推進するために、希望の図書を小中学生１人あたり１冊購 
入できる「子ども図書推薦制度」を継続しているが、令和４年度は学校選定分を 
増額するとともに前年度に高額寄贈があった場合は予算措置を見送るなど学校間 
の図書環境の平準化の取組を開始した。また、引き続き学校司書１名を町で雇用 
し、より良い図書室づくりに努めた。なお、児童生徒の読書への関心をさらに高 
めるために、平成２５年度から小学校でブックキャラバンを実施し、自分の読み 
たい本、好きな本を直接選ぶことによって読書意欲を高めているが、令和４年度 
も新型コロナウイルス感染症拡大防止により中止とした。 

   図書購入費 

小学校費：９０８，６８０円   

中学校費：４９３，３３５円 

 

（６）教育効果を高めるために、以下の事業を実施し教育環境の整備を行った。 

① 施設整備 

各小中学校の修繕を要する箇所について、優先順位並びに緊急性を考慮し修繕を行 

った。 

小学校費：坂瀬川小学校駐車場フェンス他修繕料：２，９９８，５６４円 

中学校費：苓北中学校雨漏箇所修繕他修繕料：２，２６９，１３２円 

② ＩＣＴ教育支援事業 

  ＧＩＧＡスクール構想タブレット端末等の維持管理及び授業支援を行った。 
   ＩＣＴ教育事業（小学校）：総額４，２６０，６００円 
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   ＩＣＴ教育事業（中学校）：総額２，５６８，７０５円 
③ 特別支援教育支援を必要とする児童生徒への対応のため、町内４小学校に、特別 
支援教育支援員７名を配置した。また、学校における医療的ケアの環境整備の充実 
を図るため、たんの吸引や経管栄養等の医療的ケアを行う看護師等の配置を行っ 
た。（令和４年４月から１０月：夏季休業日を除く半年間） 

学校教育支援事業：総額１３，４１０，００５円 

医療的ケアのための看護師配置事業：総額９２１，３５２円 

 

（７）各学校における教職員の資質向上、児童生徒の学力向上を図るために、学校指定 
研究補助、クラブ活動補助等の教育活動推進に係る助成を実施した。 

     また、小学校の部活動の社会体育移行に伴い、社会体育クラブ活動補助金を６団 
体に対し、合計１８０，０００円交付した。 

 

（８）学校保健特別対策事業 

感染症リスクを最小限にしながら円滑に教育活動を継続するため、新型コロナウイ 
ルス感染症対応地方創生臨時交付金等を活用し、学校保健特別対策事業として学校に 
おける感染症対策、教職員の研修支援、児童及び生徒の学びの保障をする体制の整備 
支援を行った。 

  学校保健特別対策事業：総額２，５００，７７２円 
 

（９）学校給食費負担軽減事業 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化により、物価が高騰し、学校給食の実施 
に影響を与えていることから、保護者負担の軽減を図るとともに学校給食を円滑に実 
施するため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、高騰する 
食材費の増額分の負担を支援する苓北町学校給食物価高騰支援補助事業を実施した。 

  学校給食費負担軽減事業補助金：１件 ３，０７７，０００円 
 

【生涯学習・社会教育の振興】 

 

（１）町民の学習活動支援等のため、各層にわたる社会教育事業を実施した。 

 ① 公民館において、高齢者対象のスマホ教室など各種講座を開設した。 
   人生１００年時代づくり・地方創生ソフト事業：総額７７４，０３８円 
 ② 地域ぐるみで子どもを育てる体制づくりのため、地域学校協働活動事業や地 

域未来塾事業を実施し、学校と地域の交流が広まった。 

地域学校協働活動推進費補助事業：総額７８２，９８４円 

 

（２）差別のない明るい町づくりを進めるために、苓北町人権教育・啓発基本計画（平 
成２２年１０月１日策定）の改定を行うとともに、苓北町人権学習会の開催や人権 
啓発のぼり旗の設置などを行い、人権教育の啓発を図った。 
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   人権啓発事業：総額２３９，９００円 

 

（３）新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、新型コロナウイルス感染症対応地方 
創生臨時交付金等を活用し、各公民館や社会体育施設等において以下の感染対策を 
行った。 

 ① 公共的空間安全・安心確保事業（公民館） 

   照明スイッチ、トイレ自動水栓取替など：１１件 総額３，６０９，７６０円 
   換気型エアコン設置など：４件 総額４，３５６，０００円 
② 公共的空間安全・安心確保事業（社会教育施設） 
   総合センター排煙窓装置取替：１件 総額：５５０，０００円 
③ 公共的空間安全・安心確保事業（志岐集会所） 
   トイレ自動水栓取替など：２件 総額：５１９，９００円 
 
（４）新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、新型コロナウイルス感染症対応 

地方創生臨時交付金を活用し、臨時休館等の利用制限により著しく収益が減少した 
指定管理施設（町民総合センター等・温泉プール)において、円滑な管理を行う観 
点から収入減対策として、減収分の支援を行い、経営安定化を図った。 

① 町民総合センター等：補償額１，３７２，５３０円 
② 温泉プール：補償額７１２，２４５円 

 

【芸術文化の振興、文化財の保護】 

 

（１）文化振興・文化財保護のため、次の事業を実施した。 

 ① 例年、地域住民の生涯学習の成果発表の場として、各地区で文化祭を開催してい  
たが、令和４年度は苓北町産業文化祭の開催年度であったため、苓北町体育センタ 
ーにおいて一同に陶芸等の作品展示を行った（１１月１２～１３日）。 

 ② 各種コンサートなどの開催については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた 
め中止とした。 

③ 「富岡城跡」の発掘調査の記録等をまとめた苓北町文化財発掘調査報告書「富岡 
城跡Ⅶ」の発刊に向け、報告書の編纂作業・発刊を行った。 

   また、町指定文化財の保存と発信を図る取り組みとして、苓北町歴史講演会を実 
施した。 

   文化財保護事業：総額４，１１０，２８８円 

 

【スポーツの振興】 

 

（１）総合型地域スポーツクラブ「クラブれいほく」の自立に向けての補助を引き続き 
実施した。「クラブれいほく」は、平成２１年３月２９日に設立し、同年６月１日 
に１４種目で活動をスタートした。令和３年６月からソフトボール競技を新設し
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た。 

令和４年度末の実動種目は３種目、会員数は３４名である。 

   総合型地域スポーツクラブ運営補助金：１件 ７００，０００円 

 

（２）新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年度中止、令和３年度オンラ 
インマラソン大会と実走大会が開催できなかったが、令和４年度は「苓北夕やけマ 
ラソン２０２２」として３年ぶりの実走大会を開催した。総参加人数は３９０名で、 
うち３３１名は町外からの参加者であった。 

   夕やけマラソン大会事業  総額：３，１３４，５５８円 

 

＜令和３年度からの繰越分＞ 

   令和３年度からの繰越事業として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時 

交付金等を活用し、都市部から地方への流れを創出し、新たなビジネス及び雇用の 

創出につなげるため、廃校となった旧都呂々中学校校舎の管理・教室棟を活用し、 

サテライトオフィス等への改修を行った。 

町有施設等活用事業（旧都呂々中学校） 

   ＊旧都呂々中学校管理棟室内壁塗装改修他修繕料：９，３７０，０２０円 

    ＜内訳＞ 

     室内壁改修費          １，２７５，５６０円 

     電話・ＬＡＮ配線改修費       ４８５，１００円 

     ガラス交換等             ３８，５００円 

     進入路整備改修（家庭科室横）    ４９５，０００円 

     電気メーター取付改修費     ２，０９０，０００円 

     給水配管及びトイレ洋式化改修  ３，７４０，０００円 

     消防設備改修          １，２４５，８６０円 

   ＊清掃業務委託料：７７０，０００円 

   ＊車等借上料：４８５，０００円 
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１０ 坂瀬川財産区特別会計 
 
坂瀬川財産区管理会開催に伴う管理会委員報酬及び費用弁償計４８，７００円を支出し

た。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 32 - 

 

１１ 都呂々財産区特別会計 
  
都呂々財産区用地に建立されている木山翁頌徳記念碑が経年劣化により土台の亀裂や 

文字の塗料が剥がれていたため修繕を行った。支出額：１，１００，０００円 
また、地域振興補助金として都呂々まちづくり協議会と都呂々老人クラブ連合会へ計

１，４１０，２８７円を支出した。 
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１２ 国民健康保険特別会計 

 

 令和４年度は、国民健康保険制度改革（平成３０年度）から５年目にあたり、熊本県の

財政運営のもと適正な業務の執行に努めた。給付事業（療養の給付費、療養費、高額療養

費など）については熊本県国民健康保険団体連合会と連携し適正に執行した。各給付に係

る事業費は決算書のとおりである。 

 その他、具体的な事業の取組み内容は、次のとおりである。 

 

（１）国民健康保険税の収納状況 

国保税の収納率については、１０・１１月に徴収強化月間を設けるなど努力を続け徴 
収率向上を図っているが、現年度分については９７．８４％（前年度比△０．２４ポイ  
ント）の実績となった。なお、滞納繰越分の収納率は１０．５４％（前年度比＋１．７ 
１ポイント）、令和５年度への滞納繰越額は、１５，０５３，９１４円となり、前年度   
より１，４９３，６０４円の増となった。要因としては、滞納者が増加しており、常態  
的な未納が続いているためである。（８９，８０８円を不納欠損額とした。） 

 

（２）医療費の適正化に向けた取り組み 

医療費の適正化に向けた取り組みとして、会計年度任用職員１名（専門職）を配置し、 

診療報酬明細書（レセプト）の点検を実施した。また、レセプトの内容により、交通事 

故など第三者行為と思われる疑わしいものについては、どのような状況・理由で診療 

が必要になったのかを本人に通知・確認を行い医療費の適正化に努めた。 

  また、同一疾病で複数の医療機関を受診し、同一効果の調剤を複数の医療機関で処方 

されている方を対象に、薬の副作用や医療費の適正化を図ることを目的として保健師が 

面談指導を実施した。 

  併せて、被保険者への医療費適正化の啓発事業として、医療費通知を年６回（２ヶ月 

分を記載）、ジェネリック医薬品差額通知を年２回（半年分を記載）、該当世帯へ配布を 

行った。 

 
（３）保健事業について 

国民健康保険事業における保健事業は、第２期保健事業実施計画（データヘルス計画） 

に沿い、生活習慣の改善により予防可能な生活習慣病や、これを起因として発症する 

糖尿病や高血圧、さらにこれが重症化し日常生活に支障をきたすこととなる糖尿病性 

腎症及び人工透析、生命に危険を及ぼす虚血性心疾患・脳血管疾患といった疾病の予防 

対策に重点を置き事業の推進に努めた。 

なお、本事業は医療費抑制につながり、ひいては国保税負担の抑制につながること 

から全国的（熊本県内全市町村）に取り組んでいる事業である。 
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 ① 特定健康診査について 

   生活習慣病予防を目的として平成２０年４月１日から市町村（保険者）に義務が課 

された特定健康診査の受診率向上を図るため、集団健診（役場での健診）を実施（６

月４日～５日）、また、契約医療機関等での個別健診、併せて３０歳以上の被保険者を

対象に人間ドック費用の助成事業（実績３０３名、対前年度△３０名）を実施した。

さらに、生活習慣病の発症が若年化していること、また、若いうちから健診受診を習

慣化させることを目的として、２０歳～３９歳を対象として生活習慣病予防健診（独

自施策）を集団健診時に実施した。 

その他、特定健診未受診者対策事業として国保保険者努力支援事業交付金（国保ヘ 

ルスアップ事業）を活用し、年２回の個別勧奨通知の発送、みなし健診事業（情報提 

供事業）を実施し受診率の向上に努めた。 

 特定健診受診率 Ｒ４暫定値：４７．１％（前年度比△４．４ポイント） 

Ｒ３確定値：５１．５％  

 

 ② 特定保健指導について 

   特定保健指導は、特定健診と同様、市町村（保険者）に義務を課された事業で、メタ 

ボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の対策を大きな目的として、生活習慣病の   

予防と改善を図るため、積極的支援・動機付け支援を、保健師２名、管理栄養士１名 

(会計年度任用職員）により個別訪問・面談方式で実施した。併せて、重症化予防とし    

て、糖尿病未治療者や糖尿病治療中のコントロール不良者、高血圧や脂質異常症等を   

対象として、健康相談、食生活改善指導を実施した。 

 特定保健指導率 Ｒ４暫定値：６０．９％（前年度比△１５．４ポイント） 

Ｒ３確定値：７６．３％  

 

    国民健康保険特別会計の決算額については、下記のとおりである。 

 

     歳入総額   １，００３，４６８，０３５円 

        歳出総額     ９８３，８５３，７９０円  
    実質収支額        １９，６１４，２４５円 
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○　被保険者数及び保険給付の状況〔国民健康保険事業状況報告書（事業年報）に基づく。〕

※合計の数値について千円単位の端数処理により一般・退職の合計数値と異なる場合がある。

○　その他の給付費

○　無受診世帯の状況（世帯数）

高額療養費

件数（件） 金額（千円）

一
　
般

H30 1,994 36,512 876,496 439,567 1,551

年度
被保険者数
平均（人）

受診件数
（件）

医療費総額
（千円）

一人あたりの
医療費（円）

R1 1,928 35,828 912,482 473,279 1,715 98,085

97,712

R3 1,851 34,675 838,885 453,206 1,645 85,914

89,358R2 1,875 33,291 835,164 445,421 1,585

872,902 489,844 1,824

退
　
職

H30 17 341 4,204 247,299

前年度比 △ 3.7% △ 0.7% 4.1% 8.1% 10.9% 10.2%

94,636R4 1,782 34,436

R1 4 80 2,470 617,508 5 259

7 224

R2 0 6 33 － 0 0

R3 0 0 0 0

R4 0 0 0 0 0 0

0 0

前年度比 － － － － － －

R1 1,932 35,908 914,952 473,577 1,720 98,344

1,558 107,547H30 2,011 36,853 880,700 437,941

R2 1,875 33,297 835,197 445,438 1,585 89,358

R3 1,851 34,675 838,885 453,206

R4 1,782 34,436 872,902 489,844 1,824 94,636

1,645 85,914

H30 R1 R2 R3 R4 前年度比

前年度比 △ 3.7% △ 0.7% 4.1% 8.1% 10.9% 10.2%

合
　
計

葬祭費
件数 12 22 9 10

1 △ 75.0%
決算額（千円） 840 2,084 1,648 1,680 408 △ 75.7%

出産育児一時金
件数 2 6 4 4

19 90.0%
決算額（千円） 240 440 180 200 380 90.0%

対前年度

　坂瀬川地区 3 1 2 1 3 2

地区名 H30 R1 R2 R3 R4

△ 1

　富岡地区 1 0 0 1 1 0

　志岐地区 3 5 4 4 3

△ 1

合　　計 7 8 7 8 8 0

　都呂々地区 0 2 1 2 1
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１３ 介護保険特別会計 
 

 介護保険は平成１２年４月から介護を社会全体で支え合う制度として発足したもので、

令和４年度は第８期事業計画（令和３～５年度）の２年目となった。制度では、保険者を

町とし、住所を有する６５歳以上の者（住所地特例者を含む）が第１号被保険者、４０歳

以上６５歳未満の医療保険加入者が第２号被保険者となっている。 

 第６期までに、軽度者を改善、重度化させないように予防重視型システムが確立され、

併せて要介護認定される前の特定高齢者を把握し、介護予防する地域支援事業が実施され

てきた。また、軽度者の方や、地域の高齢者を総合的に支援する地域包括支援センターを

保健センターへ設置し、令和２年度からはこの業務を社会福祉関係団体との連携を図りな

がら実施するため、苓北町社会福祉協議会に業務委託し、相談業務や介護予防ケアマネジ

メントを実施している。 

 介護に要する財源は公費５０％（国２５％、県１２．５％、町１２．５％）、保険料５

０％（第 1号被保険者２２％、第２号被保険者２８％）となっている。 

保険料のうち、第１号被保険者（６５歳以上）収入額は１６９，４８８，２００円であ

り、うち特別徴収分は１５９，１０４，６６０円、普通徴収分は１０，３３７，８４０円、

滞納繰越分は、４５，７００円で、現年度分の収納率は９９．８％であった。 
また、介護給付費については施設介護サービス給付費、高額介護サービス費等の減少に

より、前年度比△１．１％の総額９５７，１６５，２７２円となった。 
 

①人口統計と被保険者数（令和５年３月末） 

総人口 6,478人 

第 1 号被保険者 

（６５歳以上） 
2,860人 

 

②要介護（要支援）認定者数（令和５年３月末 単位：人） 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

第１号被保険者 45 63 105 88 61 71 36 469 

第２号被保険者 0 1 0 0 0 0 0 1 

合計 45 64 105 88 61 71 36 470 

 

 

③居宅介護（介護予防）サービス受給者数（令和５年３月分 単位：人） 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

第１号被保険者 25 44 55 35 23 14 3 199 

第２号被保険者 0 1 0 0 0 0 0 1 

合計 25 45 55 35 23 14 3 200 
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④地域密着型（介護予防）サービス受給者数（令和５年３月分 単位：人） 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

第１号被保険者 7 2 23 13 12 13 9 79 

第２号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 7 2 23 13 12 13 9 79 

 

⑤施設介護サービス受給者数（令和５年３月分 単位：人） 

 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 合計 

第１号被保険者 38  76  30  144  

第２号被保険者 0  0  0  0  

合計 38  76  30  144  

 

⑥介護給付実績（令和４年度計 単位：円） 

介護サービス等給付費 890,366,106  

介護予防サービス等給付費  37,287,781  

高額介護サービス費  28,830,622  

審査支払手数料 680,763  

合計 957,165,272  

 

⑦地域支援事業実績（令和４年度計 単位：円） 

介護予防・日常生活支援総合事業  27,375,171  

包括的支援事業・任意事業 4,287,463  

合計 31,662,634  
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１４ 後期高齢者医療特別会計 
 ７５歳以上の高齢者（一部６５歳以上）は、平成２０年４月から創設された「後期高齢

者医療制度」で医療を受けることになっており、苓北町では、保険料の徴収及び各種申請

の受付などの窓口業務等を行った。 

 保険料収入額は、７９，４４７，８００円で、特別徴収分が５６，２１１，３００円、

普通徴収分が２３，２３６，５００円となっており、収納率は１００％であった。 

 

（１）被保険者数（令和５年３月末現在） 

○ 被保険者（熊本県全体）       ２９０，６４４人 

○ 被保険者（苓北町）                      １，５７１人 
○ 被保険者のうち障害認定者（苓北町）            １５人 

 

（２）保険料 

○ 個人毎に算定された額を一人ひとりが納付し、原則として年金から天引き 

・均等割額       ５４，０００円 
・所得割率     １０．２６％ 

・保険料最高限度額    ６６万円 
 
（３）被保険者の一部負担割合 

○ １割負担（一定以上所得のある者は、２割または３割負担） 

 

（４）制度の運営財源 

○ 公 費  ５割（国４：県１：市町村１） 

    ○ 支援金  ４割（国民健康保険、健康保険組合、共済組合など） 
    ○ 保険料  １割（被保険者保険料） 
 

（５）運営主体 

○ 熊本県後期高齢者医療広域連合（県内４５市町村で構成） 

        ・被保険者の資格管理や保険証の発行 
        ・保険料の賦課決定 
    ・医療費の給付 など 

○ 苓北町 

        ・保険料の徴収 
        ・各種申請の受付 など 
 
（６）苓北町の医療費（令和４年３月～令和５年２月診療分 単位：円） 
 

 

医  科 歯  科 調  剤 その他 計  

 1,262,575,580 44,033,400 219,461,340 65,565,220 1,591,635,540 
※その他の内訳：療養費（補装具等）・食事生活療養費・訪問看護療養費 
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（７）健康診査の実施 

      熊本県後期高齢者医療広域連合から委託された健康診査業務を町内４医療機関  
に再委託し実施した。 

※受診者数                                                 （単位：人） 
  

 

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度  
 257 227 166 177 242 

 
（８）歯科口腔健康診査の実施 

   熊本県後期高齢者医療広域連合より委託された歯科口腔健康診査業務を天草郡  

市歯科医師会に再委託し実施した。保険証交付時の受診勧奨チラシの同封や７５  

歳到達者説明会での受診案内、訪問による受診勧奨を実施した。新たに町内医療機関

への受診勧奨依頼、未受診者への受診勧奨通知の発送を実施し、受診者数は前年度よ

り１０人増の１２人であった。 
 
（９）後期高齢者訪問指導事業の実施 

      後期高齢者健康診査の受診結果をもとに栄養士（会計年度任用職員）が訪問し、  
健診結果と生活との関連について説明を行うとともに、各々にあった栄養指導を行っ

た。 

   ※対象者 

        血圧、糖代謝、脂質代謝、腎機能の項目が受診勧奨判定値を超えている人。 
   ※訪問実績                                       
        高 血 圧：重症化予防  １９名 発症予防  ６８名 
        糖 代 謝：重症化予防   ６名 発症予防  ８７名 
        脂質代謝：重症化予防    ０名 発症予防  ３１名 
        腎 機 能：重症化予防  ３５名 発症予防   ５名  
    ＊令和４年度より重症化予防の評価指標を変更し訪問を実施 
 
（10）後期高齢者運動指導の実施 

      加齢などに伴う筋肉量の減少予防のため、筋力アップを目的として運動指導を  
実施した。 

     ※対象者：苓北町に住所を有する高齢者（主に後期高齢者医療の被保険者） 
     ※指導実績 
    集団指導 開催回数４８回 参加者延べ４１５名（うち７５歳以上２９３名） 

    個人指導 実施回数２０４回 

 

 

 

 

 



- 40 - 

 

１５ 水道特別会計 

 

 坂瀬川・西川内、鶴、志岐・上津深江、都呂々・富岡の４簡易水道で、各家庭、事業所

等へ水道水の供給を行っている。今年度は安全で安定した水道水の供給のため以下の工事

を実施するとともに、水質管理と各施設の適正な維持管理、漏水等の早期発見・修理を最

重要課題として、日々の管理の徹底に努め、水道管理費として総額で１３９，９５５，６

５６円を支出した。 
＊春の迫・尾越ポンプ場制御盤更新工事：６，２００，０００円（令和３年度からの繰 
越分） 

＊町道尾越線配水管布設替工事：５，１６３，４００円 
＊町道新立見線配水管延長布設工事：１，５７６，５９３円 
＊笹尾橋水管橋補強工事：４，４００，０００円 
 
主なものは浄水場等の電気料金１９，９１１，９５４円、薬品代３，８４３，６２９円、

漏水修理等の修繕料２７，８３１，５１３円、土曜・祝祭日等の水道施設管理委託料５，

７６４，０００円、水道料金等システム保守委託料９７５，４８０円、固定資産台帳作成

業務委託料７，６７８，０００円、都呂々ダム共同管理費負担金として５，５２８，１１

９円を支出した。また、公課費として消費税７，８３４，８００円を支出した。 

 
起債元金償還金として３７，１０６，８６１円、利子償還金として７，４２８，４０７

円を支出した。 
また、水道事業の公営企業会計移行に伴う業務委託のため９，２００，０００円、春の

迫・尾越ポンプ場制御盤更新工事のため６，２００，０００円を借り入れた。 
その結果、令和４年度末の地方債残高は、３２９，４４７，７３９円で、前年度末残高

３５１，１５４，６００円に対して△６．２％となった。 
 
 新型コロナウイルス感染症や物価高騰・原油価格高騰等の影響による経済的な負担を軽

減するため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、町内の家庭と

事業所の水道基本料金及び下水道等基本料金を半年間減免した。 
＊システム改修費用：３３０，０００円 
＊水道基本料金減免額：月平均３，０３５件 延べ１８，２２１件 

１６，４１１，９６０円 
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１６ 下水道特別会計 

 
令和４年度は、令和３年度からの繰越事業として、富岡浄化センター耐震診断業務委託

（その１）を行った。富岡浄化センター耐震診断業務委託（その２）及び坂瀬川第５マン

ホールポンプ場更新工事、白木尾第１マンホールポンプ場発電装置更新工事については、

令和５年度に繰り越して実施する。 
＊坂瀬川第５マンホールポンプ場更新工事：７，０００，０００円 

＊白木尾第１マンホールポンプ場発電装置更新工事：１９，０００，０００円 

＊富岡浄化センター耐震診断業務委託（その１）：１９，４１８，６６６円 

＊富岡浄化センター耐震診断業務委託（その２）：３５，０００，０００円 

合計：８０，４１８，６６６円 

  （財源内訳：社会資本整備総合交付金：３４，８００，０００円、起債：４４，８０

０，０００円、一般財源：８１８，６６６円） 

 

下水道管理費として１１６，１１３，０４７円を支出した。主なものは処理場等維持管

理業務の委託料３４，４５６，４００円、汚泥運搬処分委託料５，２９９，９６５円、処

理場・マンホールポンプ場の電気料１７，６２４，９４４円、マンホールポンプなどの修

繕料１０，５８３，６５６円などである。 

 
起債元金償還金として１７９，８１９，１８８円、利子償還金として３０，３２７，５

２３円を支出した。また、富岡浄化センター耐震診断業務委託のため、９，９００，００

０円の借入を行った。その結果、令和４年度末の地方債現在高は、１，５３０，７４６，

７６８円となり、前年度末残高１，６９２，０６５，９５９円に対して、△９．５％とな

った。 
 

  下水道水洗化率の推移は以下のとおりとなっている。 
   （単位：人、％） 

年度 人口 供用区域内人口 水洗化人口 水洗化率 
３０ 7,223 5,652 5,078 89.8 
元 7,042 5,535 5,017 90.6 
２ 6,858 5,393 4,920 91.2 
３ 6,642 5,234 4,782 91.4 
４ 6,258 5,096 4,651 91.3 
新型コロナウイルス感染症や物価高騰・原油価格高騰等の影響による経済的な負担を軽

減するため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、町内の家庭と

事業所の水道基本料金及び下水道等基本料金を半年間減免した。 

＊公共下水道基本料金減免額：月平均２，１７４件 延べ１３，０４５件 
８，８１６，３００円 
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１７ 農業集落排水特別会計 

 

 農業集落排水事業は、農業振興地域を対象として、水質汚濁による農業被害の解消を図

るとともに、農村生活環境の改善と公共用水域の水質保全に寄与するため、農業集落がま

とまっている坂瀬川鶴地区と木場地区で事業を実施し、鶴地区は平成１１年４月、木場地

区は平成１４年４月に供用を開始した。 

 

 農業集落排水管理費として、８，１５５，４３４円を支出した。主なものは処理施設等

運転管理業務委託料１，０３４，３０８円、公営企業会計移行に伴う業務委託料３，９０

０，０００円、汚泥汲取料１，３００，５３０円、処理施設・マンホールポンプ場の電気

料１，１７２，４５５円などである。 

 

起債元金償還金として１１，０４２，２１７円、利子償還金として１，５８６，１８３

円を支出した。 
また、農業集落排水事業の公営企業会計移行に伴う業務委託のため３，９００，０００

円、を借り入れた。 
 
その結果、令和４年度末の地方債現在高は７６，４８１，７５６円となっており、前年

度末残高の８３，６２３，９７３円に対して△８．５％となった。 

 

 令和４年度末区域内人口１８３人に対して、水洗化人口１７４人で、水洗化率は９５．

１％である。 
 
 新型コロナウイルス感染症や物価高騰・原油価格高騰等の影響による経済的な負担を軽

減するため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、町内の家庭と

事業所の水道基本料金及び下水道等基本料金を半年間減免した。 
＊農業集落排水基本料金減免額：月平均８０件 延べ４８０件 ３１６，８００円 
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１８ 特定地域生活排水処理事業特別会計 

 

 下水道、農業集落排水事業計画区域以外の地区においては、特定地域生活排水処理事業

で合併処理浄化槽を設置して、各家庭における清潔で快適な生活環境の整備とともに、公

共用水域の水質保全に努めている。 
 

 令和４年度は城下区、春の迫区、内田区において、３基（５人槽）の特定地域排水処理

施設（合併処理浄化槽）を設置し、工事費として２，３４０，８００円を支出した。平成

１０年度の事業開始から令和４年度までで４２５基を設置した。 

 

 特定地域生活排水処理管理費では、２９，１７３，１７２円を支出した。主なものは合

併処理浄化槽の保守点検、清掃の維持管理委託料として２２，４７７，２２４円、法定検

査手数料として１，５９４，５００円などである。 

 

 起債元金償還金として９，６７８，１７５円、起債利子償還金として２，３５６，１５

２円を支出した。また、３基の特定地域排水処理施設（合併処理浄化槽）設置工事のため

１，５００，０００円の借入を行った。 
 
 その結果、令和４年度末の地方債残高は、１３３，３５０，２７４円で、前年度末残高

の１３７，６２８，４４９円に対して△３．１％となった。 

 

令和４年度下水道及び農業集落排水区域を除く特定地域生活排水処理事業区域の人口

１，１９９人に対して、水洗化人口９８２人で、水洗化率は８１．９％である。 
 

 新型コロナウイルス感染症や物価高騰・原油価格高騰等の影響による経済的な負担を軽

減するため、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、町内の家庭と

事業所の水道基本料金及び下水道等基本料金を半年間減免した。 

＊特定生活排水基本料金減免額：月平均４１０件 延べ２，４６１件 
８，６９３，２４０円 
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１９ 宅地造成事業特別会計 

 
 ざいのおニュ－ビレッジ分譲地（残５区画）の売却地はなかった。 


